
６月６日（日）１３時３０分から、スカイプ中

継で参加された主な職場は、日立・東芝・三菱・

富士電機・ＮＥＣ・富士通・沖電気・パナソニッ

ク・ルネサス・サンケン・ソニー・アンリツなど

でした。司会は、谷口電機懇事務局長兼ユニオン

副委員長が行い、主催者挨拶を今井電機懇代表が

行ないました。

電機・情報ユニオン米田委員長は「電機リスト

ラとの闘い、資本の攻撃の特徴と闘い」と題して

行い、豊富な経営分析をグラフ化して分かりやす

く解説し、電機リストラは６０万人を超えており、

コロナ禍の中で「個別・各個」撃破的に続いてい

ると指摘し、職場労働者は社内労組を見放してユ

ニオンに駆け込んでいるのが実態として、闘いの

砦の役割を果たすと強調され、電機大企業との闘

いは、グローバル企業であり「国際労働基準の活

用で遵守させ、雇用と生活・権利を守り、地域経

済を守る闘いと運動に生かして行くと基調報告を

纏めました。

①ルネサスの職場から、グローバル化する会社と

なる中で、柴田ＣＥＯが経営理念を刷り込んでお

り、ルネサスの職場状況は、経営者の思惑に取り

込まれる危険性がある。

②日立リストラ茨城対策会議を昨年結成し、日

立の事業売却が急激に行われているので、茨城の

地域経済と労働者の雇用を守る取組みをする。

③沖電気は中期経営計画の中で、子会社への転

籍など労働者犠牲の施策に対して、リストラアン

ケートを取り組んでいる。

④富士通は、「適所適材」のジョブ型マネジメ

ントに変え、社員のキャリア形成における有効な

目標を提供する役目も果たす。２０年４月から幹

部社員１万５０００人を対象に開始した。

⑤日立の「ジョブ型人材マネジメント」は、１

７年より労使間での議論を開始し、１９年からジョ

ブ型への転換に向けて具体的な取組みが進められ

ている。

⑥ソニー売却会社のデクセリアルズは、２０年

８月に早退募集を行い、退職強要された労働者の

雇用を守る為に、宮城労働局から文書での助言を

出させ、団交して遠隔地配転撤回を求めています。

⑦実行委員会の森ユニオン書記長から、経営分

析が１０社で報告され大いに活用して頂きたい。

郵便振替00130-3-358078ELIC編集委員会


